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要旨

　骨肉腫は骨原発性悪性腫瘍の中では最も頻度
が高く、腫瘍細胞が骨（類骨）を形成すること
が特徴である。かつては手術療法として切断術
が主に行われていたが、化学療法と手術を組み
合わせた集学的治療の導入により、今日では患
肢温存が主流となっている。現在の手術療法で
は、腫瘍広範切除により生じた骨欠損に対して、
人工関節や血管柄付き自家骨移植、自家処理骨
移植などで再建を行う。それぞれの再建術の適
応に関しては、年齢、腫瘍のサイズ・部位など
を考慮して決定する。当院で行っている再建術
は人工関節や凍結・熱処理骨移植、自家骨移植
であり、自験例を交えながら骨肉腫切除後の再
建に関して報告する。

はじめに

　骨肉腫とは最も代表的な悪性骨腫瘍であり、
腫瘍細胞が骨（類骨）を形成することが特徴で
ある。発生部位は問わず、骨外性骨肉腫も存在
する。発生頻度は100万人あたり 1～ 2人と言
われており、国内では年間100～200人程度の新
規患者が発生している。10歳代（約60％）の膝
関節周辺に多く認められ（約75%）、疼痛・腫
脹を訴えて受診するケースが多い。
　かつては予後の悪い腫瘍の一つであり、 5年
生存率は15～20%程度であった。しかし現在は
各種画像診断の発達、外科的手術手技の発達、
術前・術後化学療法の進歩により1）、 5 年生存
率は70%以上にまで向上している2）。外科的治

療としては、以前は切断・離断術が一般的で
あったが、現在ではほとんどの症例において患
肢温存が可能である。
　今回は骨肉腫の外科的治療に要点を絞り、実
際の症例を交えながら報告する。

腫瘍切除

　一般的に、骨肉腫の切除法においては腫瘍広
範切除を行う。骨肉腫は放射線療法に比較的抵
抗性が高いため、原発腫瘍およびスキップ病変
を十分な切除縁で完全切除することは、極めて
重要な予後因子となる。腫瘍の周辺には腫瘍反
応層と呼ばれる部分が広がっており、出血・浮
腫・瘢痕・骨膜反応などを意味する。この反応
層の外側 5 c m以内で切除を行うことを腫瘍広
範切除と呼び、腫瘍を周囲の健常組織で包んだ
状態で一塊にして除去することが重要である。
悪性骨腫瘍の手術において、 2 c m以上の広範
切除縁で腫瘍の切除が行われた場合の再発率は、
治癒的切除（腫瘍反応層からの距離が 5 c m以
上）の場合とほぼ同等であることが報告されて
いる3）。治癒的切除と比較すると、広範切除で
は正常組織の欠損も少なく、比較的良好な患肢
機能が維持できるため、広範切除術が広く受け
入れられている。また、腫瘍切除に関するその
他の予後因子では、整形外科腫瘍の経験を要す
る施設で生検と切除の両方を受けた方が予後良
好との報告もある4）。

再建法

　骨を含めて腫瘍広範切除を行うと、切除した
部分の骨の再建が必要となる。切除した骨の再
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建法には種々あるが、主には、 1）人工関節
　 2）骨延長　 3）処理骨　 4）自家骨　 5）
同種骨　を用いて再建する方法がある（表 1）。
患者の多くが成長期の小児であり、腫瘍が膝関
節周囲に頻発することより、術後の脚長差をい
かに補正するかが一つの命題である。
　当院では人工関節置換術、凍結・熱処理骨移
植、自家骨移植を行っている。

表１　再建法の種類

方法 内容

人工骨 人工関節置換術

生物学的
再建術

骨延長 欠損部に新たに骨を伸張

処理骨

液体窒素で凍結
放射線照射
熱処理
　（パスツール法）

移植骨

自家骨
　（患者自身の他部位の骨を使用）
同種骨
　（他人の同部位の骨を使用）

1 ） 人工関節置換術
　人工関節置換術とは、切除した部分の骨を人
工関節で置換する方法である。小児では成長に
よって生じる術後の脚長差を補正するため、術
後に伸張可能である腫瘍用人工関節を使用する
ことが多い。この種の人工関節は、関節側面に
ステム伸張用のネジが備えられており、術後数
年経過しても低侵襲で人工関節を延長すること
ができる。一般的に、人工関節延長は、一度の
手術で 1～ 2 cmの延長を行う。
　人工関節置換術は比較的手術手技が簡便なた
めに一般的な再建法であり、関節を温存できな
い場合に広く用いられる。骨欠損が大きい場合
でも対応でき、早期の荷重が可能であるが、骨
延長の限界や耐久性、感染の問題がある。腫瘍
用人工膝関節置換術を行った症例において、耐
用生存率は 5年で70%、10年で50%程度と報告
されている5）。

2 ） 骨延長
　自身の骨を切断し、創外固定器などで断端同
士を離断した状態で固定を行い、その欠損部に
新たに骨を伸ばして補填する方法である。腫瘍
切除後に、残存した骨を別の部位で切断して、
1日に 1 m mずつ断端の距離を伸ばして骨を延
長していく。後に述べる処理骨移植後の脚延長
の際などにも使用される方法である。長期の荷
重制限の問題や、術後化学療法の必要上、骨癒
合遅延あるいは感染症の合併という問題がある。

3） 処理骨移植
　自家処理骨移植とは、罹患骨を処理して腫瘍
細胞を死滅させた後に、体内に戻して再建する
方法である。処理方法としては液体窒素による
凍結処理、パスツール法による加温処理、放射
線処理などがある。それぞれにメリットが少し
異なるが、いずれの処理方法でも処理骨自体か
らの腫瘍再発の危険性は低いと報告されてい
る6）。幼児などで適切な人工関節のサイズがな
い場合や、今後の大幅な骨成長が予測される場
合に適応される。骨癒合すれば再置換の必要は
なく、関節機能も温存されるが、術後は長期の
荷重制限が必要となる。

4） 自家骨移植
　血管柄付き自家骨移植では、移植骨の血行を
保ったままの状態で移植する方法である。上肢
の再建に多く用いられ、血行が温存されるため
に確実な生着が期待できる。自家骨は感染に強
く、また、生着後は移植骨自体の成長も期待で
きる。骨のみではなく、血管・神経・筋肉・腱
などの複合組織移植を行うことにより同時に再
建可能であるという利点も有する。しかし骨量
や形状に限界があり、長期の荷重制限も必要と
なる。また、腓骨採取後の長母指屈筋の拘縮な
ど採骨部のトラブルも問題となる。

5） 同種骨移植
　冷凍保存した同種骨（他人の骨）を使用する



－37－

再建法である。本邦では骨バンクのシステムが
整っていないために困難である。

症例提示

症例 1 ．　10歳男性

　右大腿骨遠位部骨肉腫に対して、腫瘍広範
切除と人工関節置換術を施行した（図 1～ 3）。
術後は成長に伴い脚長差が生じたため、成長が
止まるまで 4回の手術で計 7 c mの人工関節延
長を行った。術後17年時点で独歩スムーズであ
り、局所再発は認めていない。

症例 2 ．　8歳女性

　右大腿骨遠位部骨肉腫に対して、腫瘍広範
切除と凍結処理骨移植を施行した（図 4～ 9）。
切除骨から軟部組織をすべて除去し、液体窒
素で処理した。処理骨を切除部分に整復して
P l a t eで固定して再建した。術後 2ヶ月は免荷
とし、その後は徐々に荷重量を増やした。松葉
杖歩行が可能となっていたが、術後 1年で肺転
移を認め、化学療法を施行した。

図 1 　�10歳男性　右大腿骨遠位部に骨肉腫を認める
　　　（症例 1 ）

図 2 　右大腿骨遠位部の腫瘍広範切除を施行
　　　（症例 1 ）

図 3 　腫瘍用人工関節置換術後のX線写真
　　　（症例 1 ）

図 4 　右大腿骨遠位部に骨肉腫を認める
　　　（症例 2 ）
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症例 3 ．　15歳男性

　左上腕骨近位部骨肉腫に対して、腫瘍広範切
除と血管柄付き腓骨移植を施行した（図10～
13）。切除した腓骨を上腕骨に移植して、僧帽
筋の移行を行った。肩関節屈曲は40度程度可能
であり、術後 8年の時点で局所再発は認めてい
ない。

図 5 　右大腿骨遠位部の腫瘍広範切除を施行
　　　（症例 2 ）

図 6 　切除した腫瘍を液体窒素で凍結処理
　　　（症例 2 ）

図 7 　筋肉・軟部組織を除去
　　　（症例 2 ）

図 8 　処理骨を切除した部分に戻して、Plate固定
　　　（症例 2 ）

図 9 　処理骨移植後のX線写真
　　　（症例 2 ）
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おわりに

　骨肉腫の外科的治療の基本は腫瘍広範切除で
あり、その際に欠損する骨・関節部分の再建に
は様々な方法がある。一般的には人工関節置換
術が用いられることが多いが、耐久性や延長の
限界などの問題点がある。そのため、幼児の症
例などで関節温存が期待できる症例では、処理
骨移植が選択されることがある。また、腫瘍
径・位置によっては自家骨移植や骨延長も選択
肢に上ってくる。それぞれの再建術の適応は、
年齢・腫瘍径・部位を考慮して決定するべきで
ある。
　骨肉腫は小児の膝関節周囲に多く発生するた
め、術後の成長に伴う脚長差の問題が生じやす
い。いずれの再建法においても、術後に人工関
節の延長や再置換、骨延長が必要となる症例も
あるため、長期的なケアが必要とされる疾患で
ある。
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図10　左上腕骨近位部に骨肉腫を認める
　　　（症例 3 ）

図11　腫瘍広範切除を施行
　　　（症例 3 ）

図12　血管柄付き腓骨を採取
　　　（症例 3 ）

図13　自家骨移植後のX線写真
　　　（症例 3 ）
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